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１．はじめに 

2024年６月１日現在、日本の65歳以上の人口は約3,626万人、総人口に占める65歳以上の

人口の割合である高齢化率は29.2％となった1。今後、高齢化率は2070年に38.7％まで上昇

し、現役世代1.3人で１人の65歳以上の者を支える社会が到来することが見込まれている2。 

日本の労働力人口3は、2023年平均で約6,925万人である4。これに対して、今後一人当た

り実質ゼロ成長の経済状況かつ労働参加が2022年から進まない場合は、労働力人口は2030

年に6,556万人、2040年に6,002万人にまで減少するとの推計もある（図表１のウ参照）5。

今後、経済社会を持続可能なものとして活力を維持していくためには、担い手となる労働

力人口の維持・確保策が急務となる。同推計によれば、経済・雇用政策を講じ、成長分野 

 
※ 本稿におけるインターネット情報の最終アクセス日は 2024 年 11 月 26 日である。 
1 総務省「人口推計」（2024.11.20）における 2024 年６月１日現在確定値。 
2 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）報告書（全体版）」（2023.8.31）６頁 
3 15 歳以上人口のうち、就業者及び完全失業者を合わせた人口。 
4 総務省「労働力調査（基本集計）2023 年 平均結果の要約」（2024.1.30） 
5 独立行政法人労働政策研究・研修機構「2023 年度版労働力需給の推計 労働力需給モデルによるシミュレー

ション」（2024.8）４～５頁 
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の市場拡大が進み、女性及び高齢者等の労働市場への参加が進展する場合、労働力人口は

2040年に6,791万人となり（図表１のア参照）、その減少幅は縮小する。 

2023年の労働力人口約6,925万人のうち、65～69歳が約394万人、70歳以上が約537万人を

占めている6。また、65歳以上の就業者数は20年連続で前年を上回っており、2023年の就業

率は2013年と比較して65～69歳で13.3％ポイント上昇して52.0％、70～74歳で10.7％ポイ

ント上昇して34.0％、75歳以上で3.2％ポイント上昇して11.4％となっている7。 

高齢期に高い就労意欲を持つ者が多数いることは、様々な調査結果において示されてお

り8、担い手として、このような就労意欲を持つ高齢者の労働市場への参加をこれまで以上

に促進していく必要がある。こうした観点から、政府は「高齢社会対策大綱」（2024年９月

13日閣議決定）において、65～69歳の就業率を2029年までに57.0％にする数値目標を掲げ

ている9。 

本稿では、高齢者雇用の促進に向けた取組及び課題について俯瞰することとしたい。 

 

 

 
6 総務省「労働力調査（基本集計・全都道府県）結果原表 2023 年」（2024.1.30）第１－２表 
7 内閣府「令和６年版高齢社会白書」（2024.8）19 頁。なお、労働力調査において「就業者数」は従業者（収入

を伴う仕事をしている者）及び休業者（仕事を持っていながら病気などのため休んでいる者）を合わせたも

のであり、「就業率」は 15 歳以上人口に占める就業者の割合を指す。 
8 内閣府が 2020 年１月に 60 歳以上の者を対象に実施した調査では、「何歳ごろまで収入を伴う仕事をしたい

か、又は、したかったか」の問いに対する回答は、「働けるうちはいつまでも」20.6％、「80 歳ぐらいまで」

4.8％、「75 歳ぐらいまで」11.9％等となっている（内閣府「高齢者の経済生活に関する調査（令和元年度）」

（2020.7.31）22 頁）。また、日本経済新聞社が 2023 年 10 月～11 月に 18 歳以上の者を対象に実施した調査

では、70 歳以降まで働きたいと回答した者は 39％であった（『日本経済新聞』2024.2.19）。 
9「高齢社会対策大綱」（2024.9.13）47 頁  

(出所)独立行政法人労働政策研究・研修機構「2023 年度版労働力需給の推計 労働力需給モデルによるシ

ミュレーション」（2024.8）５頁 図表１－２－(１)－３を筆者において加工。 

※ 成長実現・労働参加進展シナリオ：各種の経済・雇用政策を講ずることにより、成長分野の市場拡大

が進み、女性及び高齢者等の労働市場への参加が進展するシナリオ。 

成長率ベースライン・労働参加漸進シナリオ：各種の経済・雇用政策をある程度講ずることにより、

経済成長と女性及び高齢者等の労働市場への参加が一定程度進むシナリオ。 

一人当たりゼロ成長・労働参加現状シナリオ：総人口一人当たりの実質経済成長率がゼロ（国内経済

全体ではマイナス）となる経済状況を想定し、労働参加が現状（2022 年）から進まないシナリオ。 

【ア・成長実現・労働参加進展】 

合計   6,902      6,940     6,791 

【イ・成長率ベースライン・労働参加漸進】

合計  6,902      6,886      6,536 

【ウ・一人当たりゼロ成長・労働参加現状】

合計   6,902      6,556     6,002 
推計 推計 推計 

図表１ 年齢階級別労働力人口の見通し 
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２．高齢者雇用の促進に向けた取組及び課題 

（１） 高年齢者雇用・就業確保措置の実施状況及び課題 

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号。以下「高年齢者雇用安

定法」という。）は、1986年に「中高年齢者等の雇用の促進に関する特別措置法」から改称

した法律であり、その後も数次にわたって改正されている。 

1994年改正では、60歳定年の義務化が図られた。また、2004年改正では、65歳までの安

定した雇用を確保するため、定年引上げ、継続雇用制度の導入、定年制の廃止のいずれか

の措置を講ずる「高年齢者雇用確保措置」の導入が義務付けられた。ただし、継続雇用制

度には、労使協定で定めれば希望者全員を対象としなくてもよいという例外措置も定めら

れ、その結果、2012年時点で継続雇用制度を導入した企業の57.2％が同制度の対象者を限

定する基準を設けていた10。このような中、雇用と年金の接続を強化する必要から、2012年

改正では、継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みを廃止すること等により希望者全員

の継続雇用の義務化が図られることとなった11。さらに、2020年改正では、従来からの高年

齢者雇用確保措置に加え、70歳までの就業・雇用を確保する「高年齢者就業確保措置」が

努力義務化された。これらによる事業主の義務・努力義務は図表２のとおりである。  

厚生労働省の「令和５年高年齢者雇用状況等報告」によると、2023年６月１日現在、65

歳までの高年齢者雇用確保措置を実施済みの企業は99.9％となっており、措置内容別では、 

 

 

 
10 労務行政研究所編『九訂版高年齢者雇用安定法の実務解説』（労務行政、2022）13 頁 
11 経過措置により、これまで対象年齢が段階的に引き上げられてきたが、2025 年４月１日から 65 歳までの継

続雇用制度が例外なく義務化される。 

（出所）厚生労働省職業安定局「全国厚生労働関係部局長会議」説明資料（2024.1）47 頁を筆者に 

おいて加工。 

     【高年齢者雇用確保措置】 
以下の①～③のいずれかの措置を義務付け 

      【高年齢者就業確保措置】 
以下の①～⑤のいずれかの措置を努力義務化 

※ ④及び⑤は過半数組合・過半数代表者 

の同意を得て導入 

図表２ 高年齢者雇用安定法に基づく事業主の義務・努力義務 
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定年引上げが26.9％、継続雇用制度の導入が69.2％、定年制の廃止が3.9％となっている。

一方で、70歳までの高年齢者就業確保措置を実施済みの企業は29.7％にとどまっており、

措置内容別では、定年引上げが2.3％、継続雇用制度の導入が23.5％、定年制の廃止が3.9％、

雇用以外の措置である創業支援等措置の導入が0.1％であった12。 

65歳までの高年齢者雇用確保措置は、ほぼ全ての企業で実施済みとなっているが、内閣

府の「高齢社会対策大綱の策定のための検討会」は、その報告書において、企業によって

取組の内容に濃淡があり、高齢期においても経験や知見を活かして活躍できるよう雇用の

質を高めるとともに、各世代がやりがいを持って働くことのできる環境を整備していくこ

とが課題であると指摘し、高齢期の就業の必要性に係る社会全体の意識改革、企業におけ

る中長期的な視点での人事制度の整備を求めている13。 

また、70歳までの高年齢者就業確保措置の実施企業数が約３割にとどまっていることに

ついて、厚生労働省は、国会質疑で実施企業数を増やすための方策を問われ、都道府県労

働局・ハローワークにおける事業主に対する指導や啓発、独立行政法人高齢・障害・求職

者雇用支援機構の70歳雇用推進プランナー14等による定年引上げや継続雇用制度の延長等

に向けた事業主への相談・援助、70歳までの定年引上げ等を行う事業主に対しての助成金

の支給15等を行っており、今後も引き続きこうした取組により高年齢者就業確保措置の導

入を支援していく旨、答弁した16。 

創業支援等措置を導入している企業の割合が0.1％にとどまっていることについては、

「高齢社会対策大綱の策定のための検討会報告書」において、取組が進まない要因などの

実態の把握、制度の周知やノウハウの共有の実施、高齢期の起業・創業に係る資金面での

支援、高齢期に起業経験のある人など専門家による相談体制の充実や事例の共有などを進

めるべきとされている17。一方で、創業支援等措置を導入するに当たっては、実施に関する

計画を作成した上で、過半数労働組合等の同意を得る必要がある。創業支援等措置は社会

保険料負担がないことなど事業主にとって雇用による措置と比較して負担が少なく、安易

なコスト削減策として雇用から委託契約等に流れることが懸念されることから、導入する

 
12 厚生労働省「令和５年「高年齢者雇用状況等報告」集計結果」（2023.12.22）３～５頁 
13 内閣府「高齢社会対策大綱の策定のための検討会報告書」（2024.8.5）７頁 
14 企業の実情に即して、定年制度・継続雇用制度の提案及び条件整備の取組を支援するため、独立行政法人高

齢・障害・求職者雇用支援機構が高齢者雇用問題に精通した経営労務コンサルタント、中小企業診断士、社

会保険労務士等、専門的・実務的能力を有する者を 70 歳雇用推進プランナー及び高年齢者雇用アドバイザー

として認定し、同機構の都道府県支部を窓口として、全国に配置している。独立行政法人高齢・障害・求職

者雇用支援機構「70 歳雇用推進プランナー等による相談・援助」<https://www.jeed.go.jp/elderly/emplo

yer/advisary_services.html> 
15 高年齢者の雇用の推進を図ることを目的とした「65 歳超雇用推進助成金」制度には、①65 歳以上への定年

引上げ、定年の定めの廃止、希望者全員を対象とする 66 歳以上の継続雇用制度の導入、他社による継続雇

用制度の導入のいずれかを実施した事業主に対して助成する「65 歳超継続雇用促進コース」、②高年齢者向

けの雇用管理制度の整備等に係る措置を実施した事業主に対する「高年齢者評価制度等雇用管理改善コー

ス」、③50 歳以上かつ定年年齢未満の有期契約労働者を無期雇用労働者に転換させた事業主に対する「高年

齢者無期雇用転換コース」がある。このうち、①「65 歳超継続雇用促進コース」では、定年引上げ等を実施

した際の支給額は定年年齢が引き上がるにつれて引き上げられる。厚生労働省「65 歳超雇用推進助成金」<

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000139692.html> 
16 第 213 回国会参議院厚生労働委員会会議録第３号 23 頁（2024.4.2） 
17 内閣府「高齢社会対策大綱の策定のための検討会報告書」（2024.8.5）７頁 
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場合はその理由を明確化すること、どのような業務を創業支援等措置として切り出すか労

使で協議すること等が重要であるとの指摘もある18。 

 

（２） 在職老齢年金制度の在り方 

 在職老齢年金制度は、就労して一定以上の賃金を得ている60歳以上の老齢厚生年金受給

者を対象に、老齢厚生年金の額と賃金や賞与の額（総報酬月額相当額）に応じて、当該老

齢厚生年金の一部又は全部の支給を停止する制度である。60歳台前半の者を対象に支給さ

れる特別支給の老齢厚生年金を対象とした在職老齢年金制度（以下「低在老」という。）19

及び65歳以上に支給される老齢厚生年金を対象とした在職老齢年金制度（以下「高在老」

という。）がある。低在老は、老齢厚生年金の支給開始年齢の段階的引上げが完了（男性は

2025年度、女性は2030年度）すれば、対象者がいなくなるため終了する。一方で高在老に

ついては、2022年度末時点において、65歳以上の在職している老齢厚生年金受給権者308万

人のうち16％に当たる50万人が支給停止となっており、その支給停止額は4,500億円に上

る20。 

 在職老齢年金制度については、高齢者の就労意欲にマイナスの影響を与え得る等の観点

から、制度の縮小や廃止を求める意見がある21。実際、内閣府が実施した世論調査によると、

厚生年金を受け取る年齢になったときの働き方を問う質問に対して、「年金額が減らない

ように、就業時間を調整しながら会社などで働く」と回答した者は44.4％であり、「年金額

が減るかどうかにかかわらず、会社などで働く」と回答した者14.0％を上回っている22。経

済財政運営と改革の基本方針（以下「骨太方針」という。）2018（2018年６月15日閣議決定）

では「年金受給開始年齢の柔軟化や在職老齢年金制度の見直し等により、高齢者の勤労に

中立的な公的年金制度を整備する」とされ23、翌年の骨太方針2019（2019年６月21日閣議決

定）においても「在職老齢年金制度について、公平性に留意した上で、就労意欲を阻害し

ない観点から、将来的な制度の廃止も展望しつつ、社会保障審議会での議論を経て、速や

かに制度の見直しを行う」とされた24。 

一方で、2024年財政検証において、高在老を撤廃した場合のオプション試算の結果、報

 
18 仁平章「労働組合の立場からみた高齢者雇用の課題と対応」『ＤＩＯ』（2022.5）15～16 頁 
19 2020 年５月 29 日成立の「年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律」（令和２年法

律第 40 号）により、2022 年４月１日に改正厚生年金保険法が施行され、低在老の支給停止が開始される賃

金と年金の合計額の基準である支給停止調整額が、従来の 28 万円から 65 歳以上と同じ 47 万円に引き上げ

られた。なお、支給停止調整額は、毎年度４月に前暦年の消費者物価上昇率（総合）の前年比伸び率を踏ま

えてスライドされる仕組みとなっており、2024 年度は 50 万円となっている。 
20 第 21 回社会保障審議会年金部会資料２「在職老齢年金制度について」（2024.11.25）３頁 
21 例えば、日本経済団体連合会は、「年齢に関わりなく高齢者が就労できる環境の整備、公正・公平で働き方

に中立な制度の構築などの観点から、在職老齢年金は将来的に廃止すべきである。まずは、次期制度改正で

は、年金財政への影響も懸念されることから、対象者の縮小にとどめ、2030 年改正において、制度の効果等

を検証した上で、廃止に向けて本格的に検討すべきである」との見解を示している（日本経済団体連合会「次

期年金制度改正に向けた基本的見解」（2024.9.30）９頁）。 
22 2023 年 11 月から同年 12 月にかけて 18 歳以上を対象に実施された調査（内閣府「「生活設計と年金に関す

る世論調査」の概要」（2024.3）17 頁）。 
23 「骨太方針 2018」（2018.6.15）56 頁 
24 「骨太方針 2019」（2019.6.21）14 頁 
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酬比例部分の所得代替率は0.5％低下するとされており25、高在老の撤廃により働く年金受

給者の給付が増加する一方で、将来の受給世代の給付水準が低下することへの懸念もある。 

厚生労働省は、国会答弁において、高齢期の就労促進や年金の繰下げ制度の活用促進の

観点から制度の見直しを求める意見や、将来の年金給付に充てる財源が減少し、将来世代

の年金の給付水準が下がってしまうために制度の見直しに慎重な意見があるとし、次期年

金制度改革に向けて引き続き丁寧に検討していきたいとしている26。 

 骨太方針2024（2024年６月21日閣議決定）では、「公的年金については、働き方に中立的

な年金制度の構築等を目指して、今夏の財政検証の結果を踏まえ、2024年末までに制度改

正についての道筋を付ける」とされた27。これを受け、社会保障審議会年金部会では、在職

老齢年金制度を見直す案として支給停止調整額を現行の50万円から62万円や71万円に引き

上げる案や、制度そのものを撤廃する案が示されており28、2025年の常会に見込まれる年金

制度改正法案の提出に向けた議論が続けられている。 

 

（３） 高齢者の賃金体系の在り方 

高齢者の賃金水準は、職務・職責の変化に応じて、定年前から一定程度低下することが

広くみられる。国税庁の2023年分「民間給与実態統計調査」によれば、年齢階層別の平均

給与（男女計）について50～54歳は540万円、55～59歳は545万円である一方、60～64歳は

445万円、65～69歳は354万円、70歳以上は293万円まで下がる29。 

同一労働でありながら、60歳を過ぎると報酬が大きく減少するいわゆる「60歳の崖」に

ついては、受け入れがたいと考える者も多く30、高齢者の就労意欲に一定の影響を与えてい

ると言える。定年退職後の再雇用における基本給の減額については、「名古屋自動車学校事

件」においてその妥当性が争われ、自動車教習所の教習指導員の業務に従事する無期契約

労働者と定年退職後に再雇用され同業務に従事する有期契約労働者との間で基本給の金額

が異なるという労働条件の相違について、最高裁において格差が不合理かどうかは基本給

の性質や支給目的を踏まえて判断するべきとして名古屋高裁に審理が差し戻された31。 

2024年における定年後の高齢雇用者の賃金水準は、図表３のように定年前と比較してほ

ぼ同程度が15％、８～９割程度が24％、６～７割程度が45％となっており、６割未満とし

ている企業は全体の１割未満にとどまっている。また、2019年から2024年の５年間の動向

では、賃金を定年前収入の７割程度以下とする企業の割合が約15％ポイント減少する一方 

 
25 第 16 回社会保障審議会年金部会資料１「令和６(2024)年財政検証結果の概要」（2024.7.3）11 頁 
26 第 213 回国会参議院厚生労働委員会会議録第 13 号 18 頁（2024.5.14） 
27 「骨太方針 2024」（2024.6.21）45 頁 
28 第 21 回社会保障審議会年金部会資料２「在職老齢年金制度について」（2024.11.25）９頁 
29 国税庁「令和５年分 民間給与実態統計調査－調査結果報告」（2024.9）21 頁 
30「どう思う？60 歳の崖」『朝日新聞デジタル』（2023.11.16）<https://www.asahi.com/opinion/forum/190/>

及び「フォーラム 60 歳の崖」『朝日新聞』（2023.11.26） 
31 2023 年７月 20 日最高裁判決。判決では、定年時の６割を下回る基本給は不合理と判断した二審の名古屋高

裁判決について、基本給の性質や支給目的を検討しておらず、旧労働契約法第 20 条にいう不合理と認めら

れるものに当たるか否か等について更に審理を尽くさせるため、同高裁に審理が差し戻された。 
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で、８割程度からほぼ同程度とする企業の割合が約15％ポイント増加しており32、定年後の

賃金に改善傾向がみられる。企業は、高齢者の人員を確保するため、賃金体系の設計にお

いて、就労意欲の維持・向上を図るような一層の処遇改善策の推進に迫られている。 

 

（４） 高年齢雇用継続給付の縮小後の対応策 

 雇用保険の高年齢雇用継続給付33は、60歳到達等時点と比較して賃金が75％未満に低下

した状態で働き続けており、雇用保険の被保険者期間が５年以上ある60歳以上65歳未満の

一般被保険者に対して支給される給付であり、60歳以上65歳未満の賃金の低下を補い、雇

用の継続を援助・促進することを目的として1994年に創設された。現行制度における最大

給付率は、「60歳以降の賃金が60歳到達時の賃金と比較して61％以下の場合」であり、支払

われた賃金の15％が支給される。 

高年齢雇用継続給付は、高年齢者雇用確保措置の義務化など高齢者雇用の制度が整備さ

れてきたこと等を踏まえ、段階的に縮小され、いずれ廃止される方針となっている。2020

年の雇用保険法改正により、2025年４月１日以降に新たに60歳となる労働者からは、最大

給付率が支払われた賃金の10％に減額される。 

企業は、今後、給付に頼らない賃金設計を行っていく必要が生じる。2020年３月に衆参

で付された「雇用保険法等の一部を改正する法律案」に対する附帯決議においては、給付

率の引下げに当たって、働き方改革関連法の「同一労働同一賃金」に基づく高年齢者の不

合理な待遇差の解消に取り組む企業に対して十分な支援を行うことや、今後の給付の在り

方について、65歳までの高年齢労働者の雇用の進展状況を十分に踏まえ、中長期的な観点

から検討することが求められている34。 

 

（５） 高年齢労働者の労働災害防止対策 

 
32 内閣府「令和６年度年次経済財政報告（経済財政政策担当大臣報告）」（2024.8）316～317 頁 
33 60 歳到達後も継続して雇用される者を対象とする「高年齢雇用継続基本給付金」及び一度離職し基本手当を

受給した後、60 歳以後に再就職した者を対象とする「高年齢再就職基本給付金」がある。 
34 衆議院厚生労働委員会項目 10（第 201 回国会衆議院厚生労働委員会議録第５号 29 頁（2020.3.18））、参議

院厚生労働委員会項目 17（第 201 回国会参議院厚生労働委員会会議録第８号 27 頁（2020.3.31）） 

① 割合（2024 年） ② 割合の変化（2019 年→2024 年） 

（出所）内閣府「令和６年度年次経済財政報告（経済財政政策担当大臣報告）」（2024.8）317 頁 

図表３ 定年後の高齢雇用者の賃金水準 



立法と調査　2024.12　No.471
185

 

厚生労働省が公表した「令和５年高年齢労働者の労働災害発生状況」によると、雇用者

全体に占める60歳以上の割合が18.7％であるのに対して、労働災害による休業４日以上の

死傷者数に占める60歳以上の割合は29.3％となっており、年々その割合が増加している。

また、60歳以上の男女別の労働災害発生率（死傷年千人率35）を30代のそれと比較すると、

男性は約２倍、女性は約４倍となっている36。 

厚生労働省は、国会質疑において、高年齢労働者の安全と健康管理のための取組を問わ

れ、高年齢者の方が労働災害に接しやすい状況にあり、身体に傷害を負った場合に治療期

間が長くなる傾向があること等を踏まえ、2023年度から５か年間の「第14次労働災害防止

計画」において、高年齢労働者の労働災害防止対策の推進を重点事項に定めており、「高年

齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」（エイジフレンドリーガイドライン）37

の周知やエイジフレンドリー補助金38による中小企業支援の取組を進めているとした。ま

た、2024年度は、エイジフレンドリー補助金の補助対象となる取組や補助率の拡充などの

支援強化を図っており、高年齢労働者の安全衛生対策に万全を期していくとした39。 

厚生労働省の「令和５年労働安全衛生調査（実態調査）」によると、60歳以上の高年齢労

働者が業務に従事している事業所のうち、エイジフレンドリーガイドラインを知っている

事業所の割合は23.1％、高年齢労働者に対する労働災害防止対策に取り組んでいる事業所

の割合は19.3％にとどまっている。また、高年齢労働者の労働災害防止対策に取り組んで

いない理由として、「自社の60歳以上の高年齢労働者は健康である」と回答した事業所が

48.1％、「必要性を感じない」と回答した事業所が23.2％に上る40など、対策の重要性に対

する理解が進んでいない。 

骨太方針2024では、「高齢者の労働災害防止のための環境整備を推進する」とされた41。

労働政策審議会安全衛生分科会においては、高年齢労働者の労働災害を防止するため、高

年齢労働者の特性に配慮した作業環境の改善、適切な作業の管理等を事業者の努力義務と

するとともに、厚生労働大臣がそれらの措置の適切かつ有効な実施のために必要な指針の

公表や、当該指針に従って事業者又はその団体に対する必要な指導・援助を行うことがで

きるよう、法的整備を含めた所要の措置を講じることが議論されており42、労働安全衛生法

（昭和47年法律第57号）の改正などの検討がなされている。 

 
35 １年間の労働者 1,000 人当たりに発生した死傷者数の割合を示す値。 
36 厚生労働省「令和５年高年齢労働者の労働災害発生状況」（2024.5.27）<https://www.mhlw.go.jp/content/

11302000/001099505.pdf> 
37 高齢者を現に使用している事業場やこれから使用する予定の事業場で、事業者と労働者に求められる取組を

具体的に示した指針（令和２年３月 16 日付基安発 0316 第１号）。 
38 高齢者を含む労働者が安心して安全に働くことができるよう、中小企業事業者による高年齢労働者の労働災

害防止対策、労働者の転倒や腰痛を予防するための専門家による運動指導等、コラボヘルス等の労働者の健

康保持増進のための取組に対して補助を行うもの。厚生労働省「エイジフレンドリー補助金について」<htt

ps://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09940.html> 
39 第213回国会参議院厚生労働委員会会議録第３号23頁（2024.4.2） 
40 第169回労働政策審議会安全衛生分科会資料１「高年齢労働者の労働災害防止対策について（その２）」

（2024.10.15）12頁 
41 「骨太方針2024」（2024.6.21）８頁 
42 第171回労働政策審議会安全衛生分科会資料１－２「今後の労働安全衛生対策について（報告）（案）」

（2024.11.22）２頁、12頁 
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（６） 高齢者のニーズや希望とのマッチング機能の強化 

産業雇用安定センターの調査によれば、60代の者が仕事探しにおいて重視する点は、「仕

事内容・職場の働きやすさ」（40.1％）、「就業場所や通勤時間」（34.9％）等が多く、また、

希望する職種については事務系の希望度が高く、中でも「行政・公的機関での事務補助（年

単位雇用）」、「事務補助・雑務」、「学校校務支援」などサポート的な仕事の希望度が高い一

方で、人手不足分野である運輸、警備、介護福祉については低くなっている43。ハローワー

クで職を探す65歳以上の有効求職者は、2023年において25万人を超えており、10年で2.2倍

に増加した44。高齢者の求職者数が増加する中で、高齢者が希望する職種と実際に労働市場

において求められる職種とのミスマッチを解消していくことが課題となっている。 

 2020年３月に参議院で付された「雇用保険法等の一部を改正する法律案」に対する附帯

決議においては、65歳以降も働くことを希望する全ての労働者が個々の意欲及び能力に応

じて働くことができる環境整備を図るため、その意欲や納得性に配慮した、能力及び成果

を重視する評価・報酬体系の構築に対する助成、ハローワークの生涯現役支援窓口や産業

雇用安定センターによるマッチング機能の強化等を始め、施策の充実に努めることが求め

られている45。また国会質疑では、厚生労働省は、高齢者の希望に応じた就労支援策につい

て、全国300か所のハローワークに高年齢者の就職支援を行う「生涯現役支援窓口」46を設

置し、専門の職員が高年齢求職者各人の就業経験や所得状況等を踏まえた生涯設計就労プ

ランを作成してきめ細かく相談援助を行うとともに、求人開拓の際に求人者支援員が企業

訪問して、高年齢者が就業しやすいよう短時間勤務や作業の分類・切り分けをしてもらい

マッチングが進むような工夫を行っている旨、説明している47。 

 

（７） 高齢期を含めたスキルアップやリスキリングの拡充策 

厚生労働省の「能力開発基本調査」によると、2022年度にOFF-JTを受講した労働者の受

講時間は、20代31.3時間、30代21.8時間、40代15.4時間、50代15.7時間、60歳以上12.0時

間と年齢階級が高くなるほど少なくなる傾向にある。また、同様に、自己啓発の実施率も、

20代41.6％、30代39.5％、40代35.6％、50代29.1％、60歳以上22.1％と年齢階級が高くな

るほど低くなる傾向にある48。 

厚生労働省は、「キャリア形成・リスキリング推進事業」49により、セカンドキャリアを

見据えたキャリアプランの策定や、モチベーションの維持に課題を抱える者が多く見られ

 
43 2023 年 11 月に求職活動中の 60 代 1,000 人を対象に実施されたＷＥＢアンケート方式の調査（公益財団法

人産業雇用安定センター「60 代シニア層の就業ニーズに関するアンケート調査 結果概要」（2024.1.15））。

<https://www.sangyokoyo.or.jp/topics/2023/p1ii5q0000007e9p-att/shinia_60ank.pdf> 
44 厚生労働省「一般職業紹介状況(職業安定業務統計)」長期時系列表第 22 表－２「年齢別有効求職者数（パー

トタイムを含む常用）」（2024.10.29）、『日本経済新聞』（2024.1.4） 
45 参議院厚生労働委員会項目 12（第 201 回国会参議院厚生労働委員会会議録第８号 27 頁（2020.3.31）） 
46 求職者への支援実績（就職率）は、2022 年度 85.3％、2023 年度 86.6％となっている。厚生労働省「生涯現

役支援窓口事業の概要」<https://www.mhlw.go.jp/content/11700000/001307042.pdf> 
47 第 213 回国会衆議院厚生労働委員会議録第３号６頁（2024.3.15） 
48 厚生労働省「能力開発基本調査 結果の概要（令和５年度）」47～48 頁、50 頁 
49 厚生労働省委託事業<https://carigaku.mhlw.go.jp/>、厚生労働省「令和７年度概算要求の概要（令和６年

８月 人材開発統括官）」３頁 
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る中高年齢層を対象にキャリア形成支援を強化する等の取組を実施しているが、「高齢社

会対策大綱の策定のための検討会報告書」が指摘するように、高齢期においてもそれまで

の技術や経験を活かして活躍し続けるためには、早い段階から高齢期を見据えたスキル

アップを行うこと、主体的に学習内容を選択できる機会の充実を図ることが求められる。

例えば、同報告書では、新たな分野へのリスキリングを行う場合における企業以外の教育

訓練プロバイダーや業界団体等の活用を進めるための環境整備への取組や、教育訓練休暇

制度を利用した者が全体の１％程度にとどまっていること等から企業において長期休暇制

度の整備を始め教育訓練を利用しやすくするような取組を行うべきとされている50。 

 

３．おわりに 

経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）は、「対日経済審査報告2024」において、企業の定年設定

を許容しているのは加盟38か国のうち日本と韓国のみであるとした上で、急速な高齢化の

労働市場への影響を抑制するために、企業の定年設定権利を廃止することで、年功序列型

の賃金制度を弱め、高齢者雇用を増やすことができる可能性があるとした51。一方で、65歳

までの高年齢者雇用確保措置において定年制の廃止を選択している企業は3.9％しかなく、

日本の従来の雇用慣行のままでは定年制度の廃止は容易とは言えないであろう。「新しい

資本主義のグランドデザイン及び実行計画2024年改訂版」（2024年６月21日閣議決定）では、

企業側に、仕事をしたいシニア層に仕事の機会を提供するため、個々の企業の実態に応じ

て、役職定年・定年制の見直し等の検討を求め、また、このような取組を後押しするため、

各企業が参考となる事例をまとめ、周知を行う等としている52。 

高齢者雇用を促進するためには、高齢者が働きやすい職場環境の整備も欠かせない。高

齢社会対策大綱は「加齢による身体機能・認知機能の変化は、個々人によって様々であり、

その程度にもグラデーションがあって、外からは判断しづらい面がある」として、「高齢期

を一括りで捉えるのではなく、従来にも増して、それぞれの置かれた状況や生活上のニー

ズについて解像度を上げて実態を把握し、それぞれの実態に応じた活動ができる環境整備、

社会システムの構築が求められる」と指摘している53。企業は、労働災害防止対策の徹底に

加え、高齢者個々人の身体機能、認知機能を考慮し、短時間勤務やフレックス制度など多

様な就業形態を用意する必要があろう。また、政府もこうした企業の取組への更なる支援

に加え、高齢者の就労意欲を阻害しない年金制度の設計など、高齢者が安心して働くこと

ができる制度の構築が急務となろう。 

 

（はまだ いさむ） 
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52 「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2024 年改訂版」（2024.6.21）11 頁 
53 「高齢社会対策大綱」（2024.9.13）５～６頁 


